
 

堺市先端設備等導入支援補助金交付要綱  

 

令和６年１月１５日制定  

 

１ 補助金の名称  

補助金の名称は、堺市先端設備等導入支援補助金（以下「補助金」という。）とする。 

 

２ 補助金の目的  

  補助金は、労働生産性を向上させる先端設備等の導入を支援し、中小企業者が行うエ

ネルギー価格高騰の影響や人手不足に対応するための省力化・合理化等を図ろうとする

前向きな取組を促進することで、中小企業者の競争力強化を図り、もって本市産業の振

興に資することを目的とする。  

 

３ 堺市補助金交付規則との関係  

  補助金の交付については、堺市補助金交付規則（平成１２年規則第９７号。以下「規

則」という。）及び関係法令に定めるところによるほか、この要綱の定めるところによる。  

 

４ 定義  

  この要綱において、次の各項に掲げる用語の意義は、当該各項に定めるとおりとする。  

（１）先端設備等 中小企業等経営強化法施行規則（平成１１年通商産業省令第７４号）

第７条第１項に定める先端設備等をいう。  

（２）中小企業者 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項に定

める中小企業者をいう。  

（３）大企業 中小企業者以外の者（会社に限る。）であって事業を営む者をいう。  

（４）事業所等 事業の必要から設けられた人的及び物的設備であって、そこで継続して

事業が行われる場所をいう。  

（５）みなし大企業 次のいずれかに該当する中小企業者をいう。  

  ① 発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を、同一の大企業が所有している者  

  ② 発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を、大企業が所有している者  

  ③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている者  

 

５ 補助対象者  

  補助対象者は、次の各項の全てに該当する者とする。なお、補助金の交付を受けるこ

とができるのは、同一の中小企業者において１回限りとする。  

（１）本市の区域内に事業所等を有する中小企業者であること。  

（２）次のいずれにも該当しないこと。  

  ① みなし大企業に該当する者  

  ② 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に

規定する事業及びこれに類する事業）を行っている者  



 

  ③ ①及び②に掲げるもののほか、市長が不適当と認める者  

（３）本市において、中小企業等経営強化法第５２条第１項に定める先端設備等導入計画

（以下単に「先端設備等導入計画」という。）の認定を受けた者であること。  

（４）本市において認定を受けた先端設備等導入計画に基づき、令和７年１月３１日まで

に先端設備等を取得し、同年２月１５日までに取得に係る経費の支払いを完了させる

こと。  

（５）補助金の交付の対象となる先端設備等（以下「対象先端設備等」という。）を取得す

るために要する費用（消費税及び地方消費税を除く。）の合計額が３，０００，０００

円以上であること。  

 

６ 補助対象経費  

補助金の交付の対象となる経費は、補助対象者が対象先端設備等を取得するために要

する費用（消費税及び地方消費税を除く。）とする。  

 

７ 補助金の額  

補助金の額は、本補助金の予算の範囲内において、補助対象経費に１００分の１０を

乗じて得た額以内とし、その限度額は３，０００，０００円とする。ただし、補助金の

額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。  

 

８ 補助金の交付の申請  

（１）補助金の交付を受けようとする者は、対象先端設備等を取得するよりも前に、堺市

先端設備等導入支援補助金交付申請書（様式第１号）により補助金の交付を市長に申

請し、９（１）に定める補助金の交付の決定を受けなければならない。  

（２）（１）の規定による申請に当たっては、次の書類を添付しなければならない。  

  ① 役員情報届出書（様式第２号。法人に限る。）  

  ② 対象先端設備等の一覧表（様式第３号）  

③ 補助対象経費に係る見積書その他これに相当する書類の写し  

  ④ 本市において認定された先端設備等導入計画に係る認定通知書の写し  

  ⑤ その他市長が必要と認める書類  

 

９ 補助金の交付の決定  

（１）市長は、８に規定する交付申請書を受理した場合、審査のうえ、補助金を交付すべ

きと認めたときは、堺市先端設備等導入支援補助金交付決定通知書（様式第４号）に

より、申請者に通知するものとする。  

（２）市長は、審査の結果、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、堺市先

端設備等導入支援補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知する

ものとする。  

 

１０ 補助金の交付の条件  

補助事業者は、次の条件を遵守しなければならない。  



 

（１）補助金をその目的以外に使用してはならないこと。  

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。  

（３）次の全てに該当しないこと。  

① 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団又は法第２条第６号に規定する暴力

団員（以下単に「暴力団員」という。）若しくは堺市暴力団排除条例（平成２４年条

例第３５号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者（以下単に「暴力団密接関

係者」という。）  

② 補助事業者が法人の場合にあっては、その役員（法第９条第２１号ロに規定する

役員をいう。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する者  

（４）規則の規定に従うこと。  

 

１１ 変更等の申請  

（１）補助事業者は、補助金の交付決定の内容を変更し、又は補助事業を中止し、若しく

は廃止しようとする場合においては、堺市先端設備等導入支援補助金変更（中止・廃

止）申請書（様式第６号）に８（２）に規定する書類のうち、当該変更に必要な書類

を添えて、速やかに市長に申請をしなければならない。ただし、補助事業に要する経

費に係る１００分の２０以内の変更（補助金の額の増加を伴うものを除く。）は、この

限りでない。  

（２）市長は、前項の規定による申請の内容を審査し、適当と認めたときは、堺市先端設

備等導入支援補助金変更（中止・廃止）決定通知書（様式第７号）により、申請者に

通知するものとする。  

 

１２ 交付申請の取下げ  

８（１）に規定する交付の申請を行った者は、交付の決定のあった日から起算して   

３０日以内に当該交付の申請を取り下げることができる。  

 

１３ 補助事業の経理等  

補助事業者は、補助事業の経費について、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経費

と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。  

 

１４ 実施状況の調査等  

市長は、補助事業の適正な執行を図るため必要であると認めるときは、補助事業者に

対して報告を求め、又は現地調査を行い、帳簿書類や設備等の物件を検査することがで

きる。  

 

１５ 実績報告  

（１）補助事業者は、堺市先端設備等導入支援補助金実績報告書（様式第８号。以下「実

績報告書」という。）を、対象先端設備等を取得し、かつ、取得に係る経費の支払いを



 

完了した日から起算して３０日以内又は令和７年２月１５日のいずれか早い日までに、

市長に提出しなければならない。  

（２）実績報告書には、次の書類を添付しなければならない。  

  ① 対象先端設備等の一覧表（様式第９号） 

  ② 補助対象経費の支払いが証明できる書類  

③ 取得した先端設備等の設置状況等が分かる資料  

④ その他市長が必要と認める書類  

 

１６ 補助金の交付  

（１）市長は、規則第１４条第１項の規定による補助金の額の確定後に、補助事業者に対

して補助金を交付する。  

（２）補助事業者は、堺市先端設備等導入支援補助金交付請求書（様式第１０号）により、

堺市先端設備等導入支援補助金確定通知書（様式第１１号）を受けた日から起算して

３０日以内又は令和７年３月１５日のいずれか早い日までに、補助金の交付請求を市

長に対して行わなければならない。  

 

１７ 交付の決定の取消し等  

（１）市長は、補助事業者が次のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すものとする。  

① 虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

② 補助要件を満たさなくなったとき。  

③ １０に規定する補助金の交付の条件を遵守していないと認められるとき。  

④ その他補助金の交付の決定を取り消すことが必要であると市長が認めるとき。  

（２）市長は（１）の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取

消に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、規則に定めるところによ

り、期間を定めて補助金の返還を命ずるものとする。  

 

１８ 財産の処分の制限 

（１）規則第２２条に規定する市長が定める財産の種類及び期間は、次のとおりとする。 

① 財産の種類 取得した価格が１００，０００円以上の財産とする。 

② 期間 １０年間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第

１５号）に定める期間を経過した場合を除く。） 

（２）補助事業者は、（１）に規定する財産の処分に係る市長の承認を受けた場合は、そ

の収入の全部又は一部を市長に納付しなければならない。 

 

１９ 委任  

 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、所管部長が定める。  

 

   附 則  

（施行期日）  



 

１ この要綱は、令和６年１月１５日から施行する。  

（この要綱の失効）  

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に交付の

決定を受けたものに係るこの要綱の規定については、この要綱の失効後もなおその効力

を有する。  


